
1時間 で要点check!

2025年5月8日、労働政策基本部会がまとめた地方企業・中小企業の人材確保策に関する報
告書を了承した。報告書では、人手不足が深刻化する地方企業・中小企業の魅力向上に資す
る労働政策が提案されたが、その中には人材ビジネス業界との関わりの深い施策も多い。ここ
では、副題に〝1時間で要点check!〟と付けたように、人材ビジネス業界とのかかわりが特に深
く、かつ今後の貢献・役割が期待される5つの施策を厳選し、そのチェックポイントをコンパクト
に整理。地方企業・中小企業の魅力向上に貢献する人材ビジネスの役割を考える機会にしたい。

（本誌　伊藤秀範）

「労働政策審議会	 労働政策基本部会」

報告書	 を
人材ビジネス業界視点で読み解く
人材業界は「急速に変化する社会における、地方や中小企業での
良質な雇用の在り方」とどう向き合うべきか

特集
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地方や中小企業における課題の解消へ
その具体的施策と

人材ビジネスの役割とは？
「労働参加率」と「労働生産性」の向上にどう貢献すべきか？

約
と
な
っ
て
深
刻
な
影
響
を
与
え
る
こ

と
が
懸
念
さ
れ
て
い
る
」
と
し
、
地
方

企
業
・
中
小
企
業
の
現
状
に
お
け
る
以

下
の
５
つ
の
課
題
点
が
提
示
さ
れ
た
。

〇�

地
方
に
お
け
る
賃
金
等
の
労
働
条

件
の
低
さ
や
情
報
発
信
の
不
足

〇�

社
会
イ
ン
フ
ラ
維
持
に
必
要
な
産

業
・
職
種
に
お
け
る
賃
金
等
の
労

働
条
件
の
低
さ

〇�

地
方
・
中
小
企
業
に
お
け
る
多
様

で
柔
軟
か
つ
安
心
な
働
き
方
の
不

足
〇�

固
定
的
な
性
別
役
割
意
識
を
背
景

と
し
た
若
年
女
性
等
の
都
市
部
へ

の
流
出

〇
専
門
的
な
人
材
の
ミ
ス
マ
ッ
チ

こ
れ
ら
地
方
企
業
・
中
小
企
業
の
５

つ
の
課
題
を
踏
ま
え
た
労
働
政
策
の
方

向
性
と
し
て
、
部
会
で
は
「
労
働
生
産

性
の
向
上
」、「
労
働
参
加
率
の
向
上
」、

る
化
を
進
め
、
ア
ッ
プ
・
ス
キ
リ
ン
グ

や
リ
・
ス
キ
リ
ン
グ
に
向
け
た
機
運
を

醸
成
す
る
べ
き
」
と
提
言
さ
れ
て
い
る
。

こ
の
賃
金
相
場
と
国
内
の
転
職
事

情
、つ
ま
り
労
働
移
動
と
の
関
係
で
は
、

諸
外
国
と
比
較
す
る
と
、
日
本
は
転
職

経
験
の
な
い
人
の
割
合
も
高
い
。
ま

た
、リ
ク
ル
ー
ト
・
Ｉ
ｎ
ｄ
ｅ
ｅ
ｄ「
グ

ロ
ー
バ
ル
転
職
実
態
調
査
２
０
２
３
」

結
果
を
も
と
に
厚
労
省
が
作
成
し
た
図

表
１
の
グ
ラ
フ
に
も
あ
る
よ
う
に
、
日

本
は
「
賃
金
上
昇
を
伴
う
転
職
の
割
合

が
低
い
」
傾
向
に
あ
る
。

報
告
書
で
は
「
転
職
希
望
率
が
上
昇

す
る
一
方
、
実
際
に
転
職
し
て
い
る
比

率
は
伸
び
て
い
な
い
。
転
職
を
し
な
い

理
由
を
調
べ
た
調
査
に
よ
る
と
、『
自

分
に
合
っ
た
仕
事
が
わ
か
ら
な
い
』
が

最
も
高
く
な
っ
て
い
る
」
と
も
指
摘
さ

れ
て
い
る
が
、
図
表
２
の
「
転
職
活
動

者
が
ま
だ
転
職
し
て
い
な
い
理
由
（
性

別
・
年
齢
別
）」
の
グ
ラ
フ
を
見
る
と
、

「
自
分
に
合
っ
た
仕
事
が
分
か
ら
な
い
」

と
回
答
し
て
い
る
割
合
は
、
転
職
活
動

者
全
体
の
14
・
２
％
。
特
に
転
職
市
場

ニ
ー
ズ
の
比
較
的
高
い
25
～
34
歳
で
は

人
材
業
界
と
の
か
か
わ
り
が

深
い
５
つ
の
キ
ー
ワ
ー
ド

今
回
で
第
４
期
と
な
る
労
働
政
策
基

本
部
会
は
、
２
０
２
４
年
１
月
か
ら
２

０
２
５
年
３
月
に
か
け
て
計
10
回
開
催

さ
れ
た
。
部
会
で
は
Ａ
Ｉ
の
進
化
に
よ

る
社
会
構
造
の
変
化
や
人
口
減
少
社
会

を
見
据
え
た
地
方
企
業
・
中
小
企
業
に

お
け
る
課
題
や
労
働
政
策
等
に
つ
い

て
、
地
方
公
共
団
体
、
中
小
企
業
、
有

識
者
等
へ
の
ヒ
ア
リ
ン
グ
も
含
め
た
議

論
を
重
ね
、
そ
の
検
討
結
果
の
ま
と
め

を
２
０
２
５
年
４
月
25
日
、「
急
速
に

変
化
す
る
社
会
に
お
け
る
、
地
方
や
中

小
企
業
で
の
良
質
な
雇
用
の
在
り
方
」

と
題
し
た
報
告
書
と
し
て
公
表
し
た
。

報
告
書
の
冒
頭
で
は
、「
地
方
や
中

小
企
業
に
お
け
る
課
題
の
解
消
に
向
け

た
本
部
会
か
ら
の
メ
ッ
セ
ー
ジ
」
と
し

て
、「
我
が
国
は
、
近
年
、
Ａ
Ｉ
が
指

数
関
数
的
と
も
言
う
べ
き
急
激
な
進
化

を
続
け
る
な
ど
、
産
業
構
造
が
こ
れ
ま

で
に
な
い
規
模
と
ス
ピ
ー
ド
で
変
化
す

る
時
代
と
な
っ
て
お
り
、
働
き
方
も
、

今
後
、
大
き
な
変
化
が
生
じ
る
可
能
性

が
あ
る
。
ま
た
、
生
産
年
齢
人
口
の
減

少
に
よ
る
人
手
不
足
が
経
済
成
長
の
制

ピ
ッ
ク
ア
ッ
プ
。
Ｃ
ｈ
ｅ
ｃ
ｋｐ
ｏ
ｉ

ｎ
ｔ
①
は
「
市
場
に
お
け
る
賃
金
相
場

形
成
機
能
の
強
化
」
の
論
点
に
注
目
し

て
み
た
い
。
こ
れ
は
地
方
企
業
・
中
小

企
業
だ
け
の
課
題
と
は
い
え
な
い
論
点

で
あ
り
、
報
告
書
で
は
「
職
務
に
必
要

な
ス
キ
ル
と
賃
金
等
と
の
関
係
の
い
わ

ゆ
る『
賃
金
相
場
』を
明
ら
か
に
す
べ
き
」

と
し
、
具
体
的
に
は
「
賃
金
と
ス
キ
ル

の
関
係
に
係
る
情
報
を
掲
載
す
る
な
ど

求
人
企
業
、
求
職
者
、
求
職
者
支
援
サ

ー
ビ
ス
そ
れ
ぞ
れ
の
立
場
の
方
が
使
い

や
す
い
形
で
ス
キ
ル
・
賃
金
等
の
見
え

「
ジ
ェ
ン
ダ
ー
ギ
ャ
ッ
プ
の
解
消
」、「
情

報
ギ
ャ
ッ
プ
の
解
消
」
を
掲
げ
、
そ
れ

ぞ
れ
の
具
体
的
な
施
策
を
報
告
書
で
提

言
し
て
い
る
。

本
稿
で
は
こ
の
中
の
「
労
働
生
産
性

の
向
上
」
と
「
労
働
参
加
率
の
向
上
」

の
施
策
か
ら
、
人
材
ビ
ジ
ネ
ス
業
界
と

の
か
か
わ
り
が
特
に
深
い
と
思
わ
れ
る

５
つ
の
キ
ー
ワ
ー
ド
を
抽
出
し
、
そ
の

主
な
論
点
と
関
連
デ
ー
タ
を
コ
ン
パ
ク

ト
に
簡
潔
に
整
理
し
て
み
た
。

市
場
に
お
け
る

賃
金
相
場
形
成
機
能
の
強
化

ま
ず
は
「
労
働
生
産
性
の
向
上
」
に

資
す
る
施
策
の
中
か
ら
４
つ
の
提
言
を

20
・
８
％
と
、
５
人
に
１
人
の
割
合
が

「
自
分
に
合
っ
た
仕
事
が
分
か
ら
な
い
」

と
回
答
し
て
い
る
。
キ
ャ
リ
ア
デ
ザ
イ

ン
研
修
の
対
象
者
が
比
較
的
多
い
世
代

で
あ
る
点
を
踏
ま
え
れ
ば
、
現
状
の
キ

ャ
リ
ア
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
の
あ
り

方
、
効
果
と
い
う
別
の
観
点
で
の
検
討

の
必
要
性
も
感
じ
る
が
、
こ
こ
は
人
材

ビ
ジ
ネ
ス
業
界
と
し
て
の
役
割
・
貢
献

が
大
い
に
期
待
さ
れ
る
領
域
で
は
あ
る

だ
ろ
う
。

企
業
の
競
争
力
強
化
に

つ
な
が
る
人
材
育
成
の
誘
導

「
労
働
生
産
性
の
向
上
」
に
資
す
る

施
策
か
ら
の
Ｃ
ｈ
ｅ
ｃ
ｋｐ
ｏ
ｉ
ｎ
ｔ

②
は
「
企
業
の
競
争
力
強
化
に
つ
な
が

る
人
材
育
成
の
誘
導
」
で
あ
る
。

こ
こ
で
人
材
ビ
ジ
ネ
ス
業
界
が
特
に

注
目
す
べ
き
は
、
部
会
資
料
に
も
使
わ

れ
た
「
Ｏ
Ｆ
Ｆ
–Ｊ
Ｔ
を
実
施
し
た
割

合
に
つ
い
て
、
雇
用
形
態
別
に
み
る
と

非
正
規
雇
用
労
働
者
に
実
施
し
た
割
合

は
正
規
雇
用
労
働
者
と
比
較
し
て
低
い

状
況
に
あ
る
」と
い
う
デ
ー
タ
で
あ
る
。

図
表
３
を
見
て
ほ
し
い
。
正
社
員
と

課題①－1

地方における賃金等の労
働条件の低さや情報発信
の不足

課題①－2

社会インフラ維持に必要な
産業・職種における賃金等
の労働条件の低さ

課題②

地方・中小企業における多
様で柔軟かつ安心な働き
方の不足

課題③

固定的な性別役割意識を
背景とした若年女性等の
都市部への流出

課題④

専門的な人材のミスマッチ

地方・中小企業における
課題

（1）「労働生産性の向上」に資する施策
（AIの進化に応じたAIの活用が重要） 
（市場における賃金相場形成機能の強化）

本記事14-15P
（社会インフラ維持に必要な職種における雇用の安定化） 
（現場人材におけるキャリアラダーの形成） 
（企業の競争力強化につながる人材育成の誘導）

本記事16-17P
（労働者へのスキル取得の支援の充実） 
（労働者への助言機能・マッチング機能の強化）

本記事18P
（セーフティネットの強化が必要）
（専門的人材の副業・兼業による活用）

本記事19P
（関係府省との連携が必要） 

（2）「労働参加率の向上」に資する施策
（多様なニーズに対応した働き方の推進）

本記事20-21P
（テレワーク等柔軟な働き方に資する制度の導入）
（商慣行の見直し及びカスタマーハラスメント対策の推進）

（3）「ジェンダーギャップの解消」に資する施策
（社会全体での取組みの推進）
（地方公共団体による地域密着型の取組みへの協力）

（4）「情報ギャップの解消」に資する施策
（積極的な情報開示や一元的な労働市場情報の活用） 
（若年層との対話等による情報発信）

（5）EBPMの推進

地方・中小企業の魅力の向上に資する労働政策
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1時間 で要点check!
「労働政策審議会労働政策基本部会」報告書を人材ビジネス業界視点で読み解く


